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最高裁判所事務総長 中 村   愼 

 

準公益通報に関する事務の取扱いについて（依命通達） 

標記の事務の取扱いについて、下記のとおり定めましたので、これによってくだ

さい。 

なお、簡易裁判所に対しては、所管の地方裁判所長から伝達してください。 

                  記 

第１ 趣旨 

この通達は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」とい

う。）の趣旨を踏まえ、裁判所の法令遵守を推進するため、裁判所における準公

益通報への対応に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２ 定義 

この通達における用語の意義は、次に定めるところによる。 



 

 

１ 準通報対象事実 法令（規則、規程、通達その他裁判所内部の規範を含む。）

に違反する行為に係る事実をいう。ただし、裁判事務に係る行為であってその 

違反が裁判手続内で是正されることが予定されているものに係る事実及び法第 

２条第３項に規定する通報対象事実を除く。 

２ 準公益通報 次に掲げるものをいう。 

 裁判所を労務提供先として法第２条第１項に規定する公益通報をすること

ができる者が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不

正の目的でなく、裁判所又は裁判所の業務に従事する場合における裁判所の

職員、代理人その他の者について準通報対象事実が生じ、又はまさに生じよ

うとしている旨を、裁判所に通報すること。 

 次に掲げる者が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他

の不正の目的でなく、裁判所又は裁判所の業務に従事する場合における裁判

所の職員、代理人その他の者について法第２条第３項に規定する通報対象事

実又は準通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、裁判所

に通報すること。 

ア 裁判所職員（裁判官を除く。）であった者（当該通報の日前１年以内に

裁判所職員であった者を除く。） 

イ 事業者が裁判所との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う場合に

おいて、当該事業に従事する労働者であった者（法第２条第１項第３号に

規定する当該通報の日前１年以内に従事していた労働者であった者を除

く。） 

ウ 裁判所との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う事業者及び当該

事業者であった者 

エ 裁判所との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う事業者の役員

（法第２条第１項に規定するものをいう。以下同じ。）。ただし、当該役

員が当該事業に従事するときを除く。 



 

 

オ 裁判所との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う事業者の役員で

あった者 

３ 準公益通報者 準公益通報をした者をいう。 

第３ 準公益通報への対応 

１ 平成１８年３月１７日付け最高裁総一第000348号事務総長依命通達「公益通

報に関する事務の取扱いについて」（以下「公益通報依命通達」という。）記

第１の１の に定める公益通報・相談窓口は、準公益通報を受け付けるととも

に、準公益通報に関連する相談に応じる。 

２ 公益通報依命通達記第１の１の 及び 、同２から４まで並びに記第２の定

めは、準公益通報への対応について準用する。 

第４ その他 

この通達に定めるもののほか、準公益通報に関する事務の取扱いに関し必要な

事項は、最高裁判所事務総局総務局長が定める。 

付 記 

この通達は、令和３年７月１日から実施する。 

付 記（令４．５．２７総一第７５６号）  

この通達は、令和４年６月１日から実施する。 


